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評評価価方方法法・・評評価価結結果果のの扱扱いいににつついいてて 

（第三部会） 

 

 

１１  評評価価のの対対象象  

令和 2年度に終了した事項立て研究課題の終了時評価 

 

２２  評評価価のの目目的的  

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を今

後の研究の目的、計画等へ反映することを目的とする。 

  

３３  評評価価のの視視点点  

必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制の妥当性」「目標

の達成度」について終了時評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期の段階に振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の留意すべき点を踏まえた評

価を行う。 

初期段階：先進的あるいは挑戦的な取組 

中期段階：実用化に向けた取組 

後期段階：普及あるいは発展に向けた取組 

 

４４  進進行行方方法法  

（１）評価対象課題に参画等している委員の確認 

評価対象課題に参画等している委員がいる場合、対象の委員は当該研究課

題の評価には参加できない。（該当なし） 

 

（２）研究課題の説明（１５分） 

 

（３）研究課題についての評価（２５分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価等をもとに、主査が総括を行う。 

 

５５  評評価価結結果果ののととりりままととめめ及及びび公公表表  

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

 

６６  評評価価結結果果のの国国土土技技術術政政策策総総合合研研究究所所研研究究評評価価委委員員会会へへのの報報告告  

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 
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大規模地震時の港湾施設の
即時被害推定手法に関する研究

終了時評価

研究代表者

課題発表者
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研究費総額
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： 約２７百万円

： 中期段階

資料３

1

１．研究開発の背景・課題

2

○○ 短短時時間間((１１時時間間程程度度以以内内))ででのの「「初初動動体体制制やや対対応応方方針針」」のの決決定定判判断断材材料料がが極極めめてて少少なないい

東東南南海海・・南南海海地地震震ななどど、、多多数数のの港港湾湾でで同同時時にに甚甚大大なな被被害害ををももたたららすすよよううなな大大規規模模地地
震震がが発発生生ししたた場場合合、、港港湾湾防防災災部部局局（（国国土土交交通通省省港港湾湾局局、、全全国国のの港港湾湾管管理理者者等等））はは現現地地
かかららのの被被害害報報告告ががほほととんんどどなないい中中でで、、被被害害調調査査のの優優先先順順位位、、航航路路啓啓開開・・緊緊急急物物資資輸輸送送
径径路路、、利利用用可可能能なな係係留留施施設設群群をを想想定定ししつつつつ、、初初動動体体制制やや対対応応方方針針をを短短時時間間でで決決定定すす
るる必必要要ががああるる。。ししかかししななががらら、、決決定定すするるたためめのの判判断断材材料料がが極極めめてて少少なないい。。

○○東東南南海海トトララフフ巨巨大大地地震震へへのの備備ええ（（国国交交省省：：「「南南海海トトララフフ巨巨大大地地震震対対策策計計画画中中間間ととりりままととめめ」」((HH2255..88））））

・甚大かつ広範囲の被害に対して、被災情報を迅速・正確に収集・共有し、応急活動や避難に繋げる

・無数に発生する被災地に対して総合啓開（陸海空あらゆる方面からのルート啓開）によりルート確保

○○港港湾湾ににおおけけるる大大規規模模災災害害のの発発生生リリススククへへのの対対応応
（国交省港湾局：「港湾の技術開発にかかる行動計画（H28.4）」＞Ⅰ．国民の安全・安心のための技術）

・港湾観測情報を連携させた災害対策情報システムの検討や開発を行い、情報の発信を目指す。

○○非非常常災災害害時時のの国国交交大大臣臣にによよるる円円滑滑なな港港湾湾施施設設のの管管理理制制度度のの創創設設((港港湾湾法法一一部部改改正正，，HH2299..33閣閣議議決決定定））

・熊本地震時の課題⇒支援船舶(自衛隊・海上保安庁等)が

集中し、係留施設が混雑し、利用者との円滑な調整等に支障

・港湾管理者からの要請があり、必要があるときは、

国が港湾利用者との調整等の管理業務を実施

背景

問題点
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○○ 大大規規模模地地震震にに対対すするる初初動動体体制制やや対対応応方方針針をを短短時時間間（（１１時時間間程程度度以以内内））でで決決定定
すするる必必要要ががああるる。。

○○ ししかかししななががらら、、地地震震がが夜夜間間にに発発生生ししたた場場合合やや、、余余震震やや津津波波にによよりり現現地地港港湾湾にに近近
づづけけなないい場場合合はは、、地地震震直直後後のの現現地地被被害害情情報報のの入入手手はは困困難難ででああるる。。

○○ここののたためめ、、多多数数のの港港湾湾ににおおけけるる多多数数のの係係留留施施設設のの被被害害程程度度をを短短時時間間（（１１５５分分程程
度度））でで推推定定しし、、かかつつ緊緊急急物物資資輸輸送送等等のの搬搬出出入入にに利利用用ででききるる可可能能性性のの高高いい係係留留
施施設設をを一一定定のの精精度度でで抽抽出出ででききるる技技術術がが必必要要ででああるる。。

２．研究開発の目的・目標

3

必要性

■■（（目目標標））本本研研究究でではは、、大大規規模模地地震震をを対対象象ととししたた港港湾湾施施設設（（係係留留施施設設））のの即即時時被被害害推推
定定手手法法をを確確立立すするるここととをを目目標標ととししてていいるる。。

■■（（目目的的））研研究究成成果果をを実実用用化化すするるここととにによよりり、、港港湾湾防防災災部部局局（（国国土土交交通通省省港港湾湾局局、、全全国国
のの港港湾湾管管理理者者等等））がが、、現現地地かかららのの被被害害報報告告がが入入るる前前にに、、広広域域ににわわたたるる港港湾湾のの被被災災
範範囲囲やや各各港港湾湾ににおおけけるる係係留留施施設設のの被被害害程程度度のの推推定定結結果果をを活活用用しし、、手手戻戻りりのの少少なな
いい初初動動体体制制やや対対応応方方針針をを速速ややかかにに決決定定ででききるるよよううににすするるここととをを目目的的ととししてていいるる。。

目的・目標

３．研究開発の概要

4

研究開発の概要

①①基基本本情情報報のの整整理理

➁➁地地震震動動ササイイトト特特性性評評価価のの高高精精度度化化のの検検討討
・常時微動観測結果を利用したサイト特性補正方法の高精度化

③③係係留留施施設設のの地地震震被被害害程程度度（（係係留留施施設設のの利利用用可可否否））のの簡簡易易推推定定手手法法のの
検検討討

・過去の係留施設の被災・無被災データの整理 及び過去地震動の再現計算
・係留施設単体での地震被害程度と地震指標（速度PSI値）とのFC関係構築

④④即即時時被被害害推推定定手手法法のの活活用用方方策策のの全全体体取取りりままととめめ
速速報報シシスステテムムのの概概念念設設計計

【【即即時時被被害害推推定定シシスステテムムのの導導入入にに向向けけたた諸諸検検討討】】

研究

実用化に
向けた検討

【【即即時時被被害害推推定定シシスステテムムのの導導入入・・運運用用】】 4

➁➁港港湾湾全全体体ととししててのの地地震震被被害害有有無無のの概概略略判判定定手手法法のの検検討討

③③係係留留施施設設単単位位ででのの地地震震被被害害程程度度（（利利用用可可否否））のの概概略略判判定定手手法法のの検検討討
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４．研究のスケジュール

5

区分（目標、テーマ、分野等）

実施年度 研究費総額

Ｈ３０ R１ R２ 研究費配分

（研究費［百万円］） 約9 約9 約9 約27

① 基本情報の整理 約5

②
港湾全体としての地震被害有無の概略判定手法の
の検討

約９

③
係留施設単位での地震被害程度（利用可否）の概略
判定手法の検討

約１２

④
即時被害推定手法の活用方策の全体取りまとめ、
速報システムの概念設計

約1

５．研究の実施体制

6

国国総総研研 港港湾湾研研究究部部

（（研研究究主主体体））

本本省省 港港湾湾局局 海海岸岸防防災災課課

（（地地震震時時のの情情報報活活用用利利用用方方針針））

全全国国地地方方整整備備局局等等
港港湾湾管管理理者者

（（研研究究成成果果①①関関連連））

港港湾湾空空港港技技術術研研究究所所

研研究究成成果果①①②②

調調査査協協力力

研研究究連連携携 強震観測データ等の提供
過去地震動の再現計算

中中部部地地方方整整備備局局
(津松坂港)

近近畿畿地地方方整整備備局局
（姫路港）

（（研研究究成成果果③③関関連連））

調調査査協協力力
(高密度

常時微動観測)

東東北北地地方方整整備備局局
(令和2年2月福島県沖地震)

（（研研究究成成果果②②関関連連））

調調査査協協力力

(被災調査)
（被災即時判定）

全国港湾のレベル１地震動
の整備・公開

○○ 国国総総研研港港湾湾研研究究部部はは、、港港湾湾施施設設のの耐耐震震設設計計基基準準のの策策定定及及びび全全国国港港湾湾ののレレベベルル11地地震震動動のの
設設定定やや、、港港湾湾のの地地震震・・津津波波被被害害調調査査やや被被害害調調査査資資料料のの取取りりままととめめをを行行っってておおりり、、今今ままででにに蓄蓄
積積ししててききたた各各種種ののデデーータタやや高高度度なな技技術術的的知知見見をを用用いいるるここととでで、、効効率率的的なな研研究究がが可可能能ででああっったた。。

○○ ままたた、、国国土土交交通通省省港港湾湾局局のの防防災災担担当当部部局局やや地地方方整整備備局局、、港港湾湾空空港港技技術術研研究究所所とと連連携携をを図図るる
ここととにによよりり、、実実効効性性のの高高いい成成果果をを得得るるここととがが可可能能ででああっったた．．

効率性

調調査査協協力力

－ 171 －



６．研究成果：① 基本情報の整理

7

■■主主要要なな研研究究成成果果
〇全国港湾の係留施設の基本諸元（施設数，構造形式，水深等）の整理 → 国国総総研研資資料料（（NNoo..11001199））

→→ 土土木木学学会会イインンフフララ健健康康診診断断書書（（港港湾湾部部門門試試行行版版））にに反反映映

構構造造形形式式別別のの施施設設数数・・占占有有率率

桟桟橋橋式式：：約約1割割

全施設数：10915

矢矢板板式式：：約約2割割

重重力力式式：：約約6割割

☛☛全全国国港港湾湾のの係係留留施施設設にに関関すするる情情報報をを、、今今回回初初めめてて資資料料化化
☛☛構構造造形形式式のの占占有有率率もも、、初初めめてて明明確確にに

8

■係係留留施施設設のの水水深深のの累累積積度度数数分分布布とと着着岸岸可可能能なな
船船舶舶ととのの対対応応関関係係（（イイメメーージジ））

【参考資料】

海海上上保保安安庁庁：：巡巡視視（（33..55--55..00mm））

海海上上自自衛衛隊隊 護護衛衛艦艦//輸輸送送艦艦（（33..55--77..55mm））

国国交交省省：：港港湾湾業業務務艇艇//清清掃掃船船
（（11..00--22..55mm））

国国交交省省：：油油回回収収・・浚浚渫渫船船
((55..00--66..00mm))

フフェェリリーー・・RROORROO船船((66..00--77..00mm))

東東北北地地方方太太平平洋洋沖沖地地震震及及びび平平成成2288年年熊熊本本地地震震ににおおいいてて，，
緊緊急急支支援援船船ととししてて係係留留施施設設にに接接岸岸ししたた各各種種船船舶舶のの満満載載喫喫水水（（概概略略））

港湾業務艇「なごかぜ」
(全長16.2m)

巡視船「おおすみ」（全長105.0m）

浚渫船「海翔丸」(全長103.0m)

RoRo船「まりも」（全長179.9m）

輸送艦「くにさき」（全長178.0m）

累累
積積

施施
設設

数数

係係留留施施設設のの水水深深（（mm））

11                22                33              44 55                66                77                88 99                1100            1111        1122              1133        1144              1155    1166

－ 172 －



６．研究成果：② 港港湾湾全全体体としての地震被害有無の概略判定手法
の検討（AA：：そそのの１１）

9

研究成果

■港湾全体としての地震被害有無を概略判定するための材料を提示

A. 港湾全体としての地震フラジリティー・カーブを構築

○○港港湾湾地地域域強強震震観観測測網網
（（61港港湾湾））（（1962年年～～））

港湾で地震被害が発生した地震時の強強震震観観測測記記録録（（地地表表））のの収収集集

上記地震による各各港港湾湾ででのの
被被災災有有無無のの記記録録のの収収集集

速速度度PSI値値（港湾構造物の被災有無に関係が
あるとされる）の計算

PSI = v t 2dt
0

∞ 0.5
速度波形を自乗して時間軸方向に積分し√をとる．

被被災災有有無無ののデデーータタのの二二値値化化
・被災あり： 1，被災なし： 0

港港湾湾全全体体ととししててのの地地震震フフララジジリリテティィーー・・カカーーブブ
ママルルココフフ連連鎖鎖モモンンテテカカルルロロ法法をを用用いいたたベベイイズズ推推論論

〇〇1100＜＜速速度度PPSSII値値＜＜2255
・・港港湾湾全全体体ととししててみみたた場場合合、、何何らら
かかのの被被害害発発生生すするる可可能能性性あありり．．

〇〇速速度度PPSSII値値＞＞5500
・・港港湾湾全全体体ととししてて，，甚甚大大なな被被害害発発
生生のの可可能能性性がが極極めめてて高高いい
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→被災あり

被災なし←

9955%%ベベイイズズ信信頼頼区区間間（（確確信信区区間間））

パパララメメーータタのの事事後後分分布布のの平平均均値値（（EAP推推定定値値））

をを用用いいたたロロジジスステティィッックク曲曲線線

〇〇速速度度PPSSII値値＜＜１１00
・・被被害害ななししのの可可能能性性がが極極めめてて高高いい

〇〇2255＜＜速速度度PPSSII値値＜＜5500
・・港港湾湾全全体体ととししててみみたた場場合合、、被被害害
発発生生のの可可能能性性高高いい．．

データ精査中

※本メールは港港湾湾地地域域強強震震観観測測網網から(独)港湾空港技術研究所経由で自
動配信されています。

2014年8月19日 22時28分頃地震がありました。震源情報は取得中です。

根根室室--UU： PPSSII値値 ::  00..99  ccmm//ss00..55

計測震度相当値 : 2.7
最大加速度 : 42 Gal

注:速度PSI値は速度波形の二乗積分値の平方根として定義される量で、
港湾構造物の被害程度と良い相関を示します。

参考までに11999955年年兵兵庫庫県県南南部部地地震震のの際際、、神神戸戸港港工工事事事事務務所所でではは
PPSSII==9999ccmm//ss00..55、11998833年年日日本本海海中中部部地地震震のの際際、、秋秋田田港港工工事事事事務務所所
ででははPPSSII==6611ccmm//ss00..55です。

注:最大加速度は港湾施設の被害の大小と結びつかない場合が多いので御注意下さい。

■港湾地域強震観測網からの地震速報（自動メール）の活用

【参考資料】

■今後，速度PSI値と被害有無の関係を分かりやすく伝える付加情報を
追加する予定（本省港湾局，港湾空港技術研究所と調整中）

10

PSI = v t 2dt
0

∞ 0.5
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６．研究成果：② 港港湾湾全全体体としての地震被災有無の概略判定手法
の検討（B：その２）

11

研究成果

■■港港湾湾全全体体ととししててのの地地震震被被災災有有無無をを概概略略判判定定すするるたためめのの材材料料をを提提案案

BB.. 来来襲襲地地震震動動（（観観測測））とと過過去去地地震震・・設設計計地地震震動動ののススペペククトトルル比比較較 ⇒⇒ 本本年年22月月福福島島県県沖沖地地震震でで試試行行

対象港湾での地地震震波波形形記記録録（（地地表表面面））

設設計計でで担担保保ししてていいるる地地震震動動レレベベルルとと
過過去去被被災災発発生生時時のの地地震震動動レレベベルルととでで
挟挟みみ撃撃ちちににししてて、、来来襲襲ししたた地地震震動動にによよ
るる被被災災有有無無・・規規模模のの概概略略判判定定をを支支援援

工工学学的的基基盤盤面面へへのの地地震震波波形形のの引引きき戻戻しし

フフーーリリエエススペペククトトルル、、速速度度PSI値値による
各各種種地地震震動動のの比比較較（工学的基盤面）

（（例例：：当当該該港港湾湾のの各各種種地地震震動動））
・・レレベベルル1地地震震動動／／レレベベルル2地地震震動動
・・過過去去被被災災をを発発生生ささせせたた地地震震動動

令令和和33年年22月月 福福島島県県沖沖地地震震 相相馬馬港港のの事事例例
（提供：港湾空港技術研究所地震防災研究領域）

東東日日本本大大震震災災((4422)) ＞＞ 今今回回地地震震((PPSSII==2299)) ＞＞ レレベベルル11地地震震動動((1155))

（（軽軽微微なな））被被災災発発生生のの可可能能性性あありり

相馬港の被災状況(令和3年2月福島県沖地震）

12

耐耐震震強強化化岸岸壁壁((--1122mm))

通通常常岸岸壁壁((--1100mm))

埋埋立立部部

×岸壁変位(20cm程度）
⇒エプロン破損⇒供用停止

◎ほぼ無被災
⇒地震直後から供用再開

△比較的大規模な噴砂あり
⇒但し，車両通行は可能

【参考資料】
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13

■■地地震震動動ササイイトト増増幅幅特特性性
・・地地震震基基盤盤かからら地地表表面面ままででのの地地震震動動のの増増幅幅倍倍率率（（周周波波数数ごごとと））
・・多多数数のの強強震震観観測測記記録録（（時時刻刻歴歴波波形形））かからら推推定定すするる

【参考資料】

東京港のサイト増幅特性
（ゾーニング）

0.1

1

10

100

0.1 1 10

ゾーン１

ゾーン２

ゾーン３

周波数（Hz）

サ
イ
ト
増

幅
倍

率

ゾゾーーンン１１
（東京港①）

ゾゾーーンン２２
（東京港②）

ゾゾーーンン３３
（東京港③）

14

■■地地震震動動ゾゾーーニニンンググのの事事例例

※※地地震震動動のの大大ききささ
ゾゾーーンン３３＞＞ゾゾーーンン１１＆＆ゾゾーーンン２２

【参考資料】
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■■常常時時微微動動観観測測をを活活用用ししたた地地震震動動ササイイトト特特性性のの評評価価（（簡簡易易的的なな補補正正方方法法でで利利用用））

○ 常時微動とは，人間活動等によって不断に発生している微弱な振動

○ 携帯型微動計を測点上に設置することにより計測（3成分、15分程度）

○ 水平動と上下動のフーリエスペクトルの比（微動H/Vスペクトル）を計算

15

（出典）野津ら：東日本大震災で被害を受けた港湾
におけるサイト特性の調査，土木学会論文集
A1,Vol.68, No.4, 2012.

○常時微動観測結果を用いたサイト増幅特性の評価

・微動H/Vスペクトルとサイト増幅特性のピーク位置（卓越周波数）は、概ね一致

・新たに微動観測を実施することで、当該地点が、近隣の既知のサイト増幅特性
と異なるのか否かを容易に判断できる。港湾内のゾーニングが可能となる。

微微動動HH//VVススペペククトトルル ササイイトト増増幅幅特特性性（（強強震震観観測測記記録録のの蓄蓄積積デデーータタかからら算算出出））

【参考資料】
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６．研究成果：③ 係係留留施施設設単単位位での地震被害程度（利用可否）
の概略判定手法の検討（CC：：そそのの１１）

16

研究成果

■■速速度度PPSSII値値をを利利用用ししたた，，係係留留施施設設単単位位ででのの利利用用可可否否をを概概略略判判定定すするる方方法法をを試試構構築築

CC．．係係留留施施設設単単位位でで利利用用可可否否判判断断をを行行ううたためめのの地地震震フフララジジリリテティィーー・・カカーーブブのの試試構構築築

全国の係留施設（重力式・矢板式）の被被害害デデーータタ（（変変形形量量））をを収収集集 （（※※全全１１９９３３デデーータタ））

被被災災デデーータタのの二二値値化化
((例例））

・1.0m以上（接岸不可）： 1
・1.0m未満（接岸可能）： 0

係係留留施施設設単単位位でで利利用用可可否否判判断断をを行行ううたためめのの地地震震フフララジジリリテティィーー・・カカーーブブ
（（ママルルココフフ連連鎖鎖モモンンテテカカルルロロ法法をを用用いいたた階階層層ベベイイズズモモデデルル））

対象港湾内の地地震震動動ゾゾーーニニンンググ（（ササイイトト増増幅幅特特性性をを含含むむ））を実施

対象港湾での強強震震観観測測記記録録（（地地表表））の収集及び面面的的なな常常時時微微動動観観測測の実施

対対象象係係留留施施設設地地点点における再再現現地地震震動動（（地地表表面面））の設定及び速速度度PSI値値の算出

矢矢板板式式；；77デデーータタ重重力力式式：：116デデーータタ

9955%%ベベイイズズ信信頼頼区区間間（（確確信信区区間間））

9955%%ベベイイズズ信信頼頼区区間間（（確確信信区区間間））

データ精査中データ精査中

－ 176 －



■■速速度度PPSSII値値をを利利用用ししたた，，係係留留施施設設単単位位ででのの利利用用可可否否をを概概略略判判定定すするる方方法法をを試試構構築築

DD①①..  地震観測点の波形から対象地点（例：耐震強化岸壁）の速度PSI値を推定する手法を試構築

２時点（●●，XX）で予め実施した常時微動観測の結果を利用

６．研究成果：③ 係係留留施施設設単単位位での地震被害程度（利用可否）
の概略判定手法の検討（DD：：そそのの２２）

17

研究成果

加加速速度度

速速度度

①①速速度度フフーーリリエエススペペククトトルル
（（強強震震観観測測地地点点））

②②HH//VVススペペククトトルル（（強強震震観観測測地地点点））

速速度度FFSSのの引引戻戻しし

速速度度FFSSのの引引上上げげ

地地震震基基盤盤面面

④④HH//VVススペペククトトルル（（対対象象地地点点））

③③＝＝①①／／②②

①①

③③

③③速速度度FFSS（（地地震震基基盤盤面面））

③③

③③速速度度FFSS（（地地震震基基盤盤面面））

⑤⑤速速度度フフーーリリエエススペペククトトルル（（対対象象地地点点））

⑤⑤＝＝③③××④④⑤⑤

対対象象地地点点XXのの速速度度PPSSII値値のの推推定定
1地地点点ののみみ

推推定定

①①1地地点点ののみみ推推定定

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測)) 地震基盤面では，

同じであると仮定

地地震震観観測測

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測))

jd

■■速速度度PPSSII値値をを利利用用ししたた，，係係留留施施設設単単位位ででのの利利用用可可否否をを概概略略判判定定すするる方方法法をを試試構構築築

DD②②．地震観測点の波形から任意地点（例：通常岸壁）の速度PSI値を推定する手法を試構築

⇒地震観測点（●）と複数点（●）で予め実施した常時微動観測の結果を利用

H/Vススペペククトトルルを港港湾湾全全域域ににわわたたりり
連連続続的的にに空空間間補補間間

（ガガウウスス過過程程回回帰帰:GPRにによよるる補補間間）

６．研究成果：③ 係係留留施施設設単単位位での地震被害程度（利用可否）
の概略判定手法の検討（DD：：そそのの２２）

18

研究成果

地表面

地震基盤面

常常時時微微動動観観測測点点 AA

GPRで
H/Vスペクトルを予測

（平均と分散）

常常時時微微動動観観測測点点 BB

常常時時微微動動観観測測点点 CC

②②港港湾湾全全域域のの
空空間間補補間間

強強震震観観測測地地点点

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測))

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測))

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測))

事事前前観観測測結結果果
((常常時時微微動動観観測測))

●●任任意意地地点点((HH//VVススペペククトトルルをを推推定定ししたたいい点点))

⇒⇒強強震震観観測測地地点点のの波波形形

かからら任任意意地地点点ののPPSSII

値値をを瞬瞬時時にに推推定定可可能能

補補間間

－ 177 －
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速速度度PPSSII値値のの空空間間分分布布のの算算出出例例 –– 津津松松阪阪港港 ––

強強震震観観測測地地点点
速速度度PPSSII値値::

2233..77 [[ccmm//ss00..55]]

平平均均値値 標標準準偏偏差差 平平均均値値＋＋標標準準偏偏差差

⇒事前に常時微動観測を多数実施してれば、１地点の強震観測
点から速度PSI値の広域空間補間が精度良く実施できる可能性

88..66 kkmm

2244..88 kkmm

【参考資料】

常常時時微微動動観観測測点点
（（今今回回はは多多数数））

６．研究成果：④ 即即時時被被害害推推定定手手法法のの活活用用方方策策のの全全体体取取りりままととめめ、、

速速報報シシスステテムムのの概概念念設設計計

20

研究成果

〇即即時時被被害害推推定定手手法法のの活活用用方方策策のの全全体体取取りりままととめめ
〇既存強震観測網のリアルタイムデータを利用した速速報報シシスステテムムのの概概念念設設計計

【【事事前前準準備備①①】】
常時微動観測によるH/Vスペクトルの評価

★★即即時時被被害害推推定定（（~1時時間間以以内内））
・・港港湾湾全全体体・・係係留留施施設設単単位位

★★初初動動対対応応のの方方針針決決定定

被被害害推推定定精精度度向向上上ののたためめのの各各種種デデーータタのの整整理理

【【事事前前準準備備②②】】
地震フラジリティー・カーブ構築
（港湾単位，係留施設単位）

【【事事前前準準備備③③】】
フーリエスペクトル比較の準備

復復旧旧完完了了
緊緊急急点点検検・・調調査査
被被災災地地支支援援・・応応急急復復旧旧
本本格格復復旧旧

地地震震発発生生

判判断断材材料料

判判断断材材料料

判判断断材材料料

来来襲襲地地震震ののFS追追加加
(検検証証・・精精度度向向上上・・更更新新)

来来襲襲地地震震時時のの
被被害害デデーータタ追追加加

(検検証証・・精精度度向向上上・・更更新新)

国国，，港港湾湾管管理理者者

国国（（研研究究所所））

国国（（研研究究所所））

－ 178 －



７．成果の普及等
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■■「「成成果果普普及及にに向向けけたた取取組組みみ」」及及びび「「今今後後のの予予定定」」 ●●：：短短期期，，〇〇：：中中期期，，△△：：長長期期

●●港港湾湾地地域域強強震震観観測測シシスステテムムかかららのの速速報報メメーールルにに情情報報※※追追加加をを検検討討中中【調整先：本省港湾局・港空研】

※「A. 港湾全体としての地震フラジリティー・カーブ（FC）」

→ 事前配布（本省港湾局・整備局）．加えて，速報メールに情報所在添付（研究所Webアドレス）

〇「BB．．来来襲襲地地震震動動とと過過去去地地震震・・設設計計地地震震動動ののススペペククトトルル比比較較」に関する研研究究継継続続【港空研＆国総研】
→ 過去地震での再現検討（被災有無の判断精度の確認）．今後の地震動でも試行継続．
→ 地盤のひずみレベルが大きい地震動の工学的基盤への波形引き戻しに対する精度検証

〇「DD．．地地震震観観測測点点のの波波形形かからら任任意意地地点点のの速速度度PPSSII値値をを推推定定すするる手手法法をを試試構構築築（常時微動観測結果を利
用）」について、検検証証解解析析をを引引きき続続きき実実施施する（予定）

△今後も地地震震観観測測デデーータタ及び被被災災記記録録（（被被災災無無ししもも含含めめてて））を蓄蓄積積し、「港湾全体としてのFC」及び「係
留施設単位での地震FC」の精度向上を図り、見直してく。

■■投投稿稿論論文文

（（基基本本情情報報））

・岡元渉，竹信正寛，宮田正史，井山繁，菅原法城，川原洋，藤井

一弘：係留施設における構造形式等の基礎的データに関する整理，

国総研資料No. 1019，2018．
・竹信正寛，岡元渉，宮田正史：港湾における係船岸の構造諸元に

関する現状整理，土木学会平成30年度全国大会，2018.（Ⅵ-496）

（（地地震震フフララジジリリテティィーー・・カカーーブブ関関連連））

・菅原法城，福永勇介，宮田正史，住岡直樹：実データに基づくベ

イズ推論による係留施設の地震時フラジリティ曲線の構築，土木

学会 第24回応用力学シンポジウム講演概要集，2021.

（（地地震震動動推推定定誤誤差差関関連連））

・錦織勇人，福永勇介，宮田正史：サイト増幅特性の評価手法によるレベル 1 地震動

の推定誤差評価とその発生要因に関する一考察. 土木学会論文集 B3 (海洋開発), 76(2),
I_414-I_419, 2020.

・錦織勇人，福永勇介，宮田正史：港湾におけるレベル1地震動の評価手法による推

定誤差の評価と重力式係船岸の変形への影響，国総研資料No.1099，2020.
・錦織勇人・福永勇介・野津厚・宮田正史：港湾におけるレベル1地震動の補正手法

に関する包括的整理，国総研資料No.1065,，2019.
・錦織勇人, 福永勇介, 宮田正史，野津厚：常時微動観測に基づくサイト増幅特性の評

価に関する推定精度の検証, 土木学会令和元年度全国大会，2019.
・福永勇介, 野津厚, 山田雅行, 長坂陽介：常時微動H/Vスペクトルを用いたサイト増

幅特性の統計的な推定法の提案，土木学会平成29年度全国大会，2017.

８．事前評価時の指摘事項と対応
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事事前前評評価価時時のの指指摘摘事事項項 対応

【【総総合合評評価価】

（・・省略・・）国総研にて実施すべきと評価する。な

お、実施にあたっては、必必要要なな情情報報のの入入手手等等ににつつ

いいてて外外部部機機関関ととのの連連携携を視野に入れて、効率的

に研究を進められたい。

・全全国国港港湾湾のの係係留留施施設設のの基基本本諸諸元元デデーータタについては、本本省省港港湾湾局局

及及びび地地方方整整備備局局等等ととのの連連携携を図り、、効効率率的的にに必必要要なな情情報報をを入入手手す

ることができた。

【【研研究究をを実実施施すするるににああたたっっててのの留留意意事事項項】】

（（研研究究実実施施ににああたたっっててのの留留意意点点））
①被被害害程程度度のの推推定定精精度度がが議議論論ででききるるレレベベルルままでで
検検討討して欲しい。また、係留施設の基本情報の
把握をどこまでできるかが研究成果のレベルを
左右するため、その点に留意して研究を進めら
れたい。

②最最終終的的ななシシスステテムムののアアウウトトププッットトののイイメメーージジをを具具
現現化化した上で研究を実施すること。

③対対象象港港湾湾・・施施設設のの重重点点化化・・絞絞りり込込みみを行うこと。

①地地震震フフララジジリリテティィーー・・カカーーブブについては、新しい手法の導入により、

信信頼頼区区間間のの評評価価も行えるようになった。

②既既存存シシスステテムム（港湾地域強震観測システムからの速報メール配

信）に、港湾での被被災災有有無無をを概概略略判判定定すするるたためめのの基基礎礎材材料料をを付付

加加すするるここととをを第第一一目目的的とした。

③全全国国港港湾湾をを対対象象としたため、対象港湾・施設の絞り込みは行わ

なかった。ただし、速速度度PPSSII値値のの空空間間補補間間ににはは具具体体的的なな港港湾湾（（津津

松松坂坂港港、、姫姫路路港港））をを対対象象とした。

（（研研究究成成果果活活用用ににああたたっっててのの留留意意点点））
①本来目的である災害対応や事前防災だけでな
く、維維持持管管理理のの高高度度化化やや耐耐震震設設計計のの高高精精度度化化
にもつなげ、研究の今後の発展に役立てて欲し
い。

②シシスステテムムがが実実用用化化にに適適ししたた使使いい勝勝手手のの良良いいもも
ののになるよう、想想定定さされれるる利利用用者者がが必必要要ととすするる
情情報報のの量量とと質質をを考考慮慮ししたた上上でで研研究究を進めること。

③シシスステテムムへへののアアククセセススににつついいてて民民もも含含めめ柔柔軟軟にに
対対応応されたい。

①全全国国港港湾湾のの係係留留施施設設のの基基本本諸諸元元デデーータタは、広く利用されるよう

に国国総総研研資資料料ととししてて公公表表した。併せて全全施施設設のの性性能能低低下下度度

（（AABBCCDD））をを整整理理し、その結果は土土木木学学会会イインンフフララ健健康康診診断断書書にに

反反映映。また、本研究の一部結果を利用し、常常時時微微動動観観測測にによよるる

ササイイトト増増幅幅特特性性のの補補正正法法のの改改善善をを図図りり、、設設計計基基準準にに反反映映した。

②全全国国のの港港湾湾防防災災部部局局（国土交通省関係部局等）での発発災災直直後後

のの「「初初動動体体制制やや対対応応方方針針」」のの判判断断をを支支援援するために必要とされ

る、、情情報報のの量量とと質質にに十十分分配配慮慮した。

③シシスステテムムへへののアアククセセスス性性については検検討討ででききななかかっったた。今後、、港港

湾湾のの電電子子化化（（ササイイババーーポポーートト））ににてて対対応応する検討を継続する。

－ 179 －



９．まとめ
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本研究成果により、地震発生直後（１時間以内）における「港湾全体での被災
有無」および「係留施設単位での被災程度（利用可否）」の概略判定ができる実
務的な手法が構築された。研究成果の一部は、既存地震速報メールの付加情報と
して利用される予定であり、全国の港湾防災部局での「初動対応」の決定に際し、
その判断精度の向上に直接寄与するため、本研究の有効性は高い。

有効性

＜目標の達成度＞ ◎：目標を達成することに加え、目標以外の成果も出すことができた。 ○：目標を達成できた。
△：あまり目標を達成できなかった。 ×：ほとんど目標を達成できなかった。

研究開発
の目的

研究開発
の目標

研究成果 研究成果の活用方法
（施策への反映・効果等）

目標の
達成度

大規模地震
を対象とし
た港湾施設
（係留施設）
の即時被害
推定手法の
確立

①基本情報の整
理

・全国港湾の係留施設の基本諸元等
を収集・整理

・全国港湾の地震動サイト特性整理

・国総研資料化（発刊済み）
☛☛土土木木学学会会イインンフフララ健健康康診診断断書書策策定定にに反反映映 〇

➁港湾全体とし
ての地震被災
有無の概略判
定手法の検討

A.港湾全体としての地震フラジリ
ティー・カーブ（FC）を構築

B.来襲地震動（観測）と過去地震・設
計地震動のスペクトル比較

AA．．国総研資料化（準備中）
☛地地震震速速報報メメーールルにに情情報報追追加加（（調調整整中中））

BB．．スペクトル比較情報を試提供（2021年福島県
沖地震）
☛今今後後もも試試提提供供をを継継続続（港空研．協力：国総研）

〇

③係留施設単位
での地震被害
程度（利用可
否）の概略判定
手法の検討

C．係留施設単位で利用可否判断を
行うための地震フラジリティー・
カーブの試構築

D．地震観測点の波形から任意地点
のPSI値を推定する手法を試構築
（常時微動観測結果を利用）

CC．．国総研資料化予定（令和4年度）。
DD．．手法の妥当性を確認するための検証（実観測

記録による検証等）を継続
☛将将来来的的にに，，地地震震速速報報メメーールルのの付付加加情情報報ととしし
てて配配信信

〇

④即時被害推定
手法の活用方
策の全体取りま
とめ、
速報システム

の概念設計

・即時被害推定手法の取りまとめ
・既存強震観測網のリアルタイムデー
タを利用したシステム概念設計

☛地地震震速速報報メメーールルにに付付加加情情報報（（AA））をを追追加加すするるこことと
でで、、地地震震発発生生後後11時時間間以以内内ににおおけけるる「「初初動動対対
応応」」のの判判断断精精度度のの向向上上をを図図るる。。また、データ蓄
積し、精度をさらに向上させる

☛将将来来的的ににはは、、他他のの付付加加情情報報もも追追加加しし、、精精度度をを
向向上上ささせせるる。。情情報報配配信信先先をを拡拡大大すするる。。

〇
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 大大規規模模地地震震時時のの港港湾湾施施設設のの即即時時被被害害推推定定手手法法にに関関すするる研研究究  

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 非常に専門的な研究であり、有用性が高いと感じる。地震直後の一報でこのシステムの情報が

入手出来れば、まさに地方整備局や港湾管理者と災害協定を結んでいる協会、ゼネコンの方な

どと、地震発災時の資機材のコントロール、災害復旧の初動方針を立案するなど大変有意義な

データと考える。是非本研究が完成することを希望している。 

 

【質問】 

1） P16「地震による被害率」の定義、この指標が「実際に岸壁が使える、使えない」とどう

関係するのかということ、PSIとの相関をどの程度の調査を基に決められたのか。既に別

の研究で検討済のことと思われるので、被害調査数や対象とした地震数などを伺いたい。 

 

2） P17「地震観測点波形から予測対象地点 PSIを算出すること」P18「地震観測地点波形から

任意の地点の PSIを算出すること」の両方が P19「津松坂港の例」で既に実証されている

か。 

 

3） 東日本大震災や阪神大震災の被災では地震動による揺れの方向が岸壁の被害程度を大き

く左右していたと記憶している。本研究において「地震動の方向性」は考慮されているか。 

 

【意見】 

1） システム完成後のブラッシュアップが本システムの肝になると思われるので、システムの

精度を実際の地震動を経た計画的な検証で進められることを希望する。 

 

2） 今後整備される洋上風力発電所には日本の耐震設計が持ち込まれる。欧州で問題にならな

かった地震が日本では問題になり、その耐震性能や地震被害の程度が発電所の発電効率に

も影響があるとされる。洋上風力発電所の地震直後の被災推定にも、本研究を適用するこ

とを今後の展開として希望する。 
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 大大規規模模地地震震時時のの港港湾湾施施設設のの即即時時被被害害推推定定手手法法にに関関すするる研研究究  

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 非常に専門的な研究であり、有用性が高いと感じる。地震直後の一報でこのシステムの情報が

入手出来れば、まさに地方整備局や港湾管理者と災害協定を結んでいる協会、ゼネコンの方な

どと、地震発災時の資機材のコントロール、災害復旧の初動方針を立案するなど大変有意義な

データと考える。是非本研究が完成することを希望している。 

 

【質問】 

1） P16「地震による被害率」の定義、この指標が「実際に岸壁が使える、使えない」とどう

関係するのかということ、PSIとの相関をどの程度の調査を基に決められたのか。既に別

の研究で検討済のことと思われるので、被害調査数や対象とした地震数などを伺いたい。 

 

2） P17「地震観測点波形から予測対象地点 PSIを算出すること」P18「地震観測地点波形から

任意の地点の PSI を算出すること」の両方が P19「津松坂港の例」で既に実証されている

か。 

 

3） 東日本大震災や阪神大震災の被災では地震動による揺れの方向が岸壁の被害程度を大き

く左右していたと記憶している。本研究において「地震動の方向性」は考慮されているか。 

 

【意見】 

1） システム完成後のブラッシュアップが本システムの肝になると思われるので、システムの

精度を実際の地震動を経た計画的な検証で進められることを希望する。 

 

2） 今後整備される洋上風力発電所には日本の耐震設計が持ち込まれる。欧州で問題にならな

かった地震が日本では問題になり、その耐震性能や地震被害の程度が発電所の発電効率に

も影響があるとされる。洋上風力発電所の地震直後の被災推定にも、本研究を適用するこ

とを今後の展開として希望する。 
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 大大規規模模地地震震時時のの港港湾湾施施設設のの即即時時被被害害推推定定手手法法にに関関すするる研研究究  

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 本研究は、然るべき実施体制のもと、地震発生直後の港湾全体や係留施設の被災判定手法が基

礎的に構築されており、地震災害の多いわが国において社会的意義が極めて大きいと考えられ

る。それゆえ、本研究は、必要性、効率性、有効性のいずれもが十分に確保されていると評価

できる。 

 

【計算方法について】 

学習アルゴリズムの一種であるマルコフ連鎖モンテカルロ法(MCMC)が使われている。学習ア

ルゴリズムには、ニューラルネットワークを基礎とした深層学習などの方法もある。今後は、

それらの別手法の適用、あるいは、それらの方法と MCMC をハイブリッド化するなどして、学

習方法を一層精緻化するという課題はあるのか。それとも、MCMC で十分なのか。現段階での

学習アルゴリズムの性能について、今後の展望も含め伺いたい。 

 

【データについて】 

多数の実際のデータを適用させることにより、フラジリティカーブの信頼性も向上すると考

えられる。現時点で（＝この研究で適用されたデータ数に基づく曲線推定の結果）、どの程度

の信頼性があり、信頼性を確保するためには、どの程度のデータ数が必要か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6回（第三部会） 

資料 4 

－ 182 －




